
住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（第三弾）の主なポイント

課題 対応方針 主な具体的対応

用地取得関連制度や
加速化措置の内容・
効果の普及
・自治体のノウハウ不足

所有者不明等の土
地対応

土地収用手続きに
時間を要するおそれ

○ 実用的なプログラムの策定

○ 自治体の用地事務の支援（国
のノウハウの提供）

○ 所有者不明等の土地の処理
の迅速化（不在者財産管理制
度・相続財産管理制度の円滑
な活用等）

○ 土地収用手続きの迅速化

Ⅰ 「用地取得加速化プログラム」の策定
・財産管理制度や土地収用制度、自治体の用地事務支援に関する加速化措置を
拡充した上で総合的に体系化

 権利者調査や用地交渉の外注の促進
・補償コンサルタント等の活用、関係省庁等からなる実務支援チームによる支援

 財産管理制度の手続の迅速化 ・円滑化（裁判所における取組）

・財産管理人選任申立における申立地や提出書類の柔軟対応
・財産管理人の選任手続の期間短縮（通常１か月を１～２週間に）
・土地の売買（権限外行為）の許可手続の期間短縮（通常３週間を１週間に）
・財産管理人の候補者（弁護士・司法書士）の確保（３県で約500名）

 土地収用制度の手続の迅速化
・任意買収と並行した収用手続の進行（復興事業における早期事業認定申請ルール）
・事業認定の柔軟な審査（通常３か月を２か月に）
・所有者が不明の場合の簡便な手続（氏名・住所の記載不要、通知不要）を
明確化 等

人材不足、資材不足、
入札不調等への対応

防災集団移転促進事
業等の円滑な推進及
び跡地の利用

○ 実勢価格の契約価格への
反映

○ 地域毎・資材毎のきめ細かな
需給対策の実施

○ 計画変更手続きの簡素化
○ 効率的な跡地利用

Ⅱ-① 適正な契約価格の設定
・災害公営住宅に係る被災３県における標準建設費引上げ
・「東日本大震災の被災地で適用する積算基準」の策定

Ⅱ-② 災害公営住宅分野の情報連絡会の設置
・「建設資材対策東北地方連絡会」の「災害公営住宅専門部会」

Ⅱ-③ 計画変更手続きの簡素化及び周知
・防災集団移転促進事業の計画変更（事業費20%以上等）手続きの簡素化及び周知

Ⅱ-④ 防災集団移転促進事業の跡地利用等の具体化
・防災集団移転促進事業の跡地の譲渡・交換に係るガイダンスの明確化
・農業農村整備事業と防災集団移転促進事業の連携による移転跡地等の効率
的な土地利用 等

住宅再建の進捗状況、
これまでの加速化措
置が見えない

○ 加速状況の「見える化」

○ 加速化措置の「見える化」

Ⅲ-① 見える化のワンストップ（復興庁ＨＰ）
・「つちおと情報館」の運用開始、「まるふくマーク」の共通利用

Ⅲ-② 加速化措置の見える化（復興庁ＨＰ）
・「加速化措置一覧表」の公表（施策及び関係通知の周知）

Ⅲ-③ 施工確保対策の周知
・施工確保対策を体系的整理、被災三県、市町村、建設業団体に周知 等
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○ 復旧事業の本格化に加え、住宅再建や復興まちづくりが進み出してきた。
○ 第二弾に続き、用地取得の困難なケースへの対応を飛躍的に加速させるとともに、住宅再建をさらに迅速化。
○ 加速化の状況の見える化や加速化措置の内容の周知徹底を進めることも重要。
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① 用地取得加速化プログラム

復興事業のための様々な特例措置、運用改善策を講じることにより、所有者が不明の
土地などの取得を飛躍的に加速化。

⼟地の権利者調査  権利者調査や⽤地取得事務の補償コンサルタン
ト等への外注を強く推進
⇒調査や交渉にかかる期間の短縮

 関係省庁職員等からなる実務⽀援チームにより
市町村をきめ細かく⽀援⽤地取得交渉所有者等が不明

財産管理⼈の選任
⼿続 (※)

財産管理⼈と売買
契約・⽤地取得

事業認定⼿続
（県事業は国が認定）

収⽤裁決⼿続
（県の収⽤委員会）

補償⾦⽀払い（所有
者不明の場合は供
託）・⽤地取得

（通常）1か⽉
⇒1〜2週間程度

 財産管理⼈の候補者
(弁護⼠・司法書⼠)を
３県で約500名確保

 家庭裁判所での⼿続
を簡素化・迅速化
（申⽴地や提出書類
の柔軟対応）(※)

申請から認定まで
通常３か⽉
⇒約50⽇

 所有者が不明の場合の
簡便な⼿続(⽒名・住所
の記載不要、通知不要、
所有者不明のまま裁決)
を明確化

全体で⼿続に半年以上かか
ると⾃治体が懸念
⇒裁判所の審理は最短３週
間程度でも可能
(必要な書類が揃っているなどの場合)

財産管理制度の活用 土地収用制度の活用

（通常）3週間
⇒1週間程度

 前広な情報共有、相談

申請書類の作成に１
〜２年かかると懸念
⇒約４か⽉で概成

 柔軟な審査（通常３か
⽉を２か⽉に）

⾚字は岩⼿県釜⽯市の
防潮堤事業での実績

(※)は裁判所の取組

⼟地の売買(権限外
⾏為)の許可⼿続（※）

 任意買収と並⾏した収
⽤⼿続の進⾏（復興事
業における早期事業認
定申請ルール）



① 適正な契約価格の設定
○災害公営住宅に係る被災３県における標準建設費引上げ
標準建設費（補助対象の限度額として機能する金額）につ

いて、主体附帯工事費の上限15%引き上げを可能とし、工期
の短縮等の事情による工事費の上昇等に対応するため特
例加算も追加。

○「東日本大震災の被災地で適用する積算基準」の策定
東日本大震災被災３県の工事量増大による資材やダンプ

トラック等の不足による日当り作業量の低下に対応した被災
３県専用の積算基準を策定。

② 災害公営住宅分野に係る情報連絡会の設置
○「建設資材対策東北地方連絡会」の「災害公営住宅専門
部会」
災害公営住宅の分野に係る情報連絡会を設置し、建築資

材の需給の見通しや技術者や技能者等の人材の確保等に
ついて、関係者間で情報共有。

③ 計画変更手続きの簡素化及び周知
○ 防災集団移転促進事業の計画変更手続きの簡素化及び
周知
事業計画の軽微な変更について、事業費の20％以上の増

額となる場合も土地の価格上昇にともなう事業費の増額分
を除き取り扱うことを可能とするなど。

④ 防災集団移転促進事業の跡地利用等の具体化
○ 防災集団移転促進事業により取得した土地の譲渡・ 交
換に係るガイダンスの明確化
土砂や資材置き場の確保などの復興ニーズに対応し、防

災集団移転促進事業により取得した土地について、譲渡や
交換が可能である旨をガイダンスにおいて明確化。

○ 農業農村整備事業と防災集団移転促進事業の連携によ
る移転跡地等の効率的な土地利用
防災集団移転促進事業と連携して農業農村整備事業を

実施し、高台への集団移転と併せて、移転跡地を含めた農
地整備を行うことにより、地域の復興を加速化。

② 住宅再建の加速化

住宅再建や復興まちづくりの進展に応じて
（１）事業の隘路となる人材不足、資材不足、入札不調への対応
（２）防災集団移転促進事業等の円滑な推進及び跡地の利用

を早期に進め、住宅再建の加速化を一層推進。

（１）人材不足、資材不足及び入札不調への対応
（２）防災集団移転促進事業等の円滑な推進及び跡
地の利用



取組① 進捗状況の見える化
～「見える化」により復興への希望を示
化を支援～

■「つちおと情報館」の運用開始
•事業概要、定点観測写真、工程表、地図情報などの詳
細情報等を事業地区毎に一元的にまとめ、視覚的に分
かり易く提供（１４事業１３１箇所）

■ 「まるふくマーク」の共通利用
•進捗情報まで導く 「まるふくマーク」を被災３県の県・
市町村や、国の関係機関等において共通利用開始。（賛

同４７機関［平成２５年９月２７日現在］）

取組② 加速化措置の見える化
～加速化措置の周知徹底を図り、活用を
化を支援～

■「加速化措置一覧表」の公表
•第１弾、第２弾及び第３弾の加速化措置と通知文書等
を併せて一覧表にまとめ、復興庁ＨＰにて公表

■施工確保対策の周知
•発注者が入札契約過程で活用すべきこれまでに講じて
きた施工確保対策を体系的に整理し、被災３県、市町
村、建設業団体に周知

③ 加速状況の見える化（加速化の支援）
復興の加速化を支援するため、
（１）進捗状況の見える化（分かり易く見せる、見通しを示す、情報を共有化する）を推進
（２）加速化措置の見える化を図り、自治体等への周知を徹底

（１） 進捗状況の見える化（復興庁ＨＰ）
・復旧・復興の進捗状況に係る国、県、市町村等の情報
をワンストップで提供（見える化のワンストップ）

（２） 加速化措置の見える化
・加速化措置を自治体等へ周知徹底し、加速化を一層
推進

※画面イメージ
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